
日本の外国人労働日本の外国人労働者受け入れの実情者受け入れの実情

落合 大造落合 大造



外国人登録者数・我
推推
我が国の総人口の
移移



【外国人登録者数は【外国人登録者数は

・毎年の統計をとり始めた毎年の統計をとり始めた
年に初めて減少。

平成２２年末の外国人登・平成２２年末の外国人登
人で，前年に比べ５万１，

世界金融危機後の不況が・世界金融危機後の不況が
ジル人らが出国した影響

は２年連続で減少】は２年連続で減少】

昭和３６年以降 平成２１昭和３６年以降、平成２１

録者数は ２１３万４ １５１録者数は，２１３万４，１５１
，９７０人減少した。

が長引き 多くの日系ブラが長引き、多くの日系ブラ
響が大きい。



国籍(出身地)別国籍(出身地)別別構成比の推移別構成比の推移



【中国が最多で【中国が最多で

・外国人登録者の国籍（出身地外国人登録者の国籍（出身地

・中国が６８万７，１５６人で全体
以下，韓国・朝鮮，ブラジル，以下，韓国 朝鮮， ラジル，
いている。

・平成１８年末まで一貫して最大
国・朝鮮は，平成２２年末は
（２．２パーセント）減少し，前
となっているとなっている。

・ブラジルは平成２０年末から減
年に比べ３万６ ９０４人（１３年に比べ３万６，９０４人（１３

で全体の３割】で全体の３割】

地）の数は１９１。地）の数は１９１。

体の３２．２パーセントを占め，
，フィリピン，ペルー，米国と続， ィリ ン， ル ，米国と続

大の構成比を占めていた韓
前年に比べ１万２，５０６人

前年に引き続き中国に次ぐ２位

減少に転じ，平成２２年末は前
３ ８パーセント）減少している３．８パ セント）減少している。



平成２２年末におけ
移移
ける在留資格別の推
移移



【永住者が全体

・永住者が，前年に比べ３万永住者が，前年に比 ３万
５，０８９人となり，構成比
全体の４分の１を超えた

・特別永住者は３９万９，１
セント）で，前年に比べ１） ，前年 比

体の４分の１超】

万１，６１７人増加し，５６万万１，６１７人増加し，５６万
比２６．５パーセントを占め
。

０６人（構成比１８．７パー
万４５９人減少している。人減少 る。



平成２２年末外国人
府県別府県別

人登録者数の都道
別割合別割合



全都道府県の９割に
で前年で前年

・外国人登録者数が最も多外国人登録者数が最も多
０１２人）で，全国の１９．
る。

・以下，大阪府，愛知県，神
県，兵庫県，静岡県，茨城県，兵庫県，静岡県，茨城
これら上位１０都府県（１
１．７パーセントを占めて

・全都道府県のうち，東京都
島県及び宮崎県を除く４島県 宮崎県を除
数が前年より減少してい

に当たる４２の府県
年比減年比減

多いのは東京都（４１万８，多いのは東京都（４１万８，
６パーセントを占めてい

神奈川県，埼玉県，千葉
城県，福岡県の順であり，城県，福岡県の順であり，
５３万３２９人）で全国の７
いる。

都，福岡県，北海道，鹿児
２府県で，外国人登録者府県 ， 国 録者

いる。



外国人労働外国人労働者数の推移者数の推移



外国人労働者は年外国人労働者は年

・2006年の外国人労働者数2006年の外国人労働者数
75.5万人、多数が不法就
れる不法残留者数約17万
ある。

・１０年前の1996年には合年前 年 合
人、不法残留者数が約2
労働者数は約65万人だっ

年々増加傾向にある年々増加傾向にある

数は合法的就労者数が約数は合法的就労者数が約
就労を行っていると考えら
万人を加えると92.5万人で

合法的就労者数が約37万合法的就労者数 約
28万人と合わせて外国人
ったとされている。



不法残留不法残留者の状況者の状況



・外国人労働者数を正確に把握外国人労働者数を正確に把握
統計データは存在していない
場合には、不可能と言える。

・不法残留者を含む外国人労働
人であったが、2003年には7
倍に増えた倍に増えた。

・この中から不法残留者を除け
万人（2003年）となって 11年万人（2003年）となって、11年
た。外国人労働者の総数は
が、取締等の強化により、不

握する事は難しく、正確な政府握する事は難しく、正確な政府
い。特に、不法就労者を含めた

働者数は、1992年には58万
79万人となり、11年間で1.36

けば、29万人（1992年）から57
年間で約2倍（1 97倍）に増え年間で約2倍（1.97倍）に増え

、このように着実に増えている
不法就労者は減少している。



外国人労働者の外国人労働者のの内訳(２００２年)の内訳(２００２年)



・日系人等が構成比率では日系人等が構成比率では
人）

・不法残留者は 全員不法不法残留者は、全員不法
れるので、外国人労働者

・不法残留とは 入国する際・不法残留とは、入国する際
陸許可を受け、在留資格
れた在留期限満了後も出れた在留期限満了後も出
と。

は最大で30.6％（23万4千は最大で30.6％（23万4千

法就労しているものと思わ法就労しているものと思わ
者としてカウントされる。

際には空港または港で上際には空港または港で上
格を有していたが、定めら
出国せずに在留しているこ出国せずに在留しているこ



不法就労で摘発され
数（千人）と増減数（千人）と増減

れた外国人労働者
減率（ ） 推移減率（％）の推移



● 少ない年（2002年）で3万少ない年（2002年）で3万
で4万6千人が、不法就労

● 不法残留者数は 2005年● 不法残留者数は、2005年
は19万人、2007年には1
人、というように年々減少人、というように年々減少
省の推測である

● この人数は、推計されて● この人数は、推計されて
前後）」の2～３割にすぎな

万2千人、多い年（1999年）万2千人、多い年（1999年）
労で摘発されている。

年には21万人 2006年に年には21万人、2006年に
17万人、2008年には15万
少している、というのが法務少している、というのが法務

いる「不法残留者（20万人いる「不法残留者（20万人
ない。



国籍別外国人労国籍別外国人労労働者数の割合労働者数の割合



外国人労働者数外国人労働者数

・中国が最も多く287,105人中国が最も多く287,105人
の44.2％。次いでブラジ
ぞれ116,363人（同17.9％

・外国人労働者を雇用して
か所で前年同期比13,46所 前年同期比 ,

・前年同期より87,164人、

数は649 982人数は649,982人
人で、外国人労働者全体人で、外国人労働者全体
ル、フィリピンの順で、それ
％）、61,710人（同9.5％）。

ている事業所数は108,760
66か所、14.1%増。所、 増。

15.5%増。



産業別外国産業別外国人労働者数人労働者数



・産業別にみると、「製造業産業別にみると、 製造業
「サービス業（他に分類さ
「宿泊業、飲食サービス業
売業」が9.7％、「教育、学
ている。

・これは、バブル崩壊後の
のほとんどが機械化され
い作業だけが３Ｋ職場と
現場の事情から生まれた

業」が39.9％を占め、次いで業」が39.9％を占め、次いで
されないもの）」が12.9％、
業」が11.1％、「卸売業、小
学習支援業」が6.9％となっ

省力化投資で、生産ライン
れ、どうしても機械化できな
して残された、という製造
た状況である。



在留資格別外国人在留資格別外国人人労働者数の割合人労働者数の割合



・在留資格別にみると、「身在留資格別にみると、 身
外国人労働者全体の45
実習生等の「特定活動」が
的分野の在留資格」が17

身分に基づく在留資格」が身分に基づく在留資格」が
.7％を占め、次いで、技能
が19.0％、「専門的・技術
7.0％となっている。



まとまと

● 日本は、いわゆる「専門的・技本 、 わゆる 専門 技
的に受け入れるが、「いわゆ
厳しく受け入れを制限してゆ
者の受け入れ基本方針とし者の受け入れ基本方針とし
受け入れている外国人労働
大部分を占めている。

● バブル経済が崩壊し、「人余
が吹き荒れ、若者を中心に失
況にもかかわらず、外国人労
は、彼らが、日本人の嫌う「３
バー」としての存在場所を見バ 」としての存在場所を見

とめとめ

技術的分野の外国人」は積極技術 分野 外国 」 積極
ゆる単純労働者」については、
ゆく、ということを、外国人労働
てきた しかし 実際に日本がてきた。しかし、実際に日本が

働者は、いわゆる単純労働者が

余り」状態となった。リストラの嵐
失業率が急増した。こうした状
労働者は減らなかった。それ
３Ｋ職場］や、「チープ・レー

見出したからである見出したからである。



今今

・「単純労働者」としての外国人
として日本で生活するようにとして日本で生活するように
会との協調等々、新たな社
ある。

・先進諸国は、アメリカを除け
れており、「専門的・技術的

人材不足を補おうとしで、人材不足を補おうとして

・政府は「留学生30万人」とい

世界から集めて日本で教育世界から集めて日本で教育
てもらおうとしている。

介護や看護の職場で働いて・介護や看護の職場で働いて
いる。

後後

人が増え、かつ、彼らが家族
になり 子供の教育や地域社になり、子供の教育や地域社
社会的問題への対処が必要で

けば、どこでも少子化に悩まさ
的分野の外国人」を呼び込ん

るている。

いう方針掲げ、優秀な若者を

育し そのまま日本にいつい育し、そのまま日本にいつい

てもらおうという動きも高まっててもらおうという動きも高まって


